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研究成果の概要（和文）：　製品差別化市場における合併に関する政策提言を行うため、合併、立地を伴う製品差別化
、線形差別化需要関数を使った製品差別化のそれぞれの分野において理論的研究を進めた。
　様々な結論を11篇の論文にて得ることが出来た。理論・実証分析で良く使われるパラメータ条件、工学やマーケッテ
ィング、合併についての競争政策のそれぞれについて、既存の通念とは反する結果を導き出した。最後の点のみ具体的
に紹介する。対等な企業の合併は概ね社会余剰を悪化させるので政府はそれを阻止することが期待される。しかし、逐
次合併がある程度進んだ後には政策決定者はそれ以降の合併を阻止しない方が社会余剰を増幅させることがあることを
示した。

研究成果の概要（英文）： We proceeded with theoretical analysis of mergers, product differentiation with 
locations, and product differentiation with differentiated demand function in order to make policy 
implications regarding mergers in differentiated markets.
 In our 11 papers, we derived results that are counter to conventional wisdom in areas such as parameter 
conditions that bridge theoretical and empirical analyses, other disciplines such as engineering and 
marketing, and competition policy regarding mergers. In particular, we explain the last point. Mergers 
between similar firms tend to decrease social welfare, so the antitrust authorities are expected to block 
such mergers. However, we show that there are cases in which social welfare increases when sequential 
mergers occur after some mergers have already occurred. In such cases, it is better for the social 
planner to support these later mergers.

研究分野： 産業組織

キーワード： 合併基準　製品差別化
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１．研究開始当初の背景 
 近年、大型合併・買収により国内外の企業
を巻き込んだ産業再編の動きが加速してい
る。公正取引委員会は 2007 年 3 月改定され
た企業結合ガイドラインにおいて、計画され
ている合併を競争政策当局が問題視しない
ことを明確にする基準、いわゆるセーフハー
バー基準を公表した。この基準は主に同業種
の合併（水平合併）を対象としている。 
 ここで問題となるのは、同業種とは何かで
あり、これは市場の画定の問題として以前よ
り捉えられてきた。ここで重要となる概念が
製品差別化である。研究開発投資や立地選択
を基に製品差別化を行っている企業が、いか
なる経済状況時にどの相手との合併を選択
するか、ならびに競争政策当局がこれを踏ま
えて、どのようなガイドラインを作ればよい
かを考える必要があるだろう。 
 学術的背景として本研究は、[1] 合併に関
する研究 、[2] 製品差別化に関する研究 
(i) 立地モデル (ii) 差別化需要曲線モデ
ル、の 2つに分けることが出来る。 
 [1] としては、Salant, et al. (1983) を
はじめ非常に数多くの研究がなされてきた。
[2-ⅰ] としては、ホテリング以来数多くの
研究がなされてきた。この流れで、我々は特
に立地-数量（価格）競争に着目し、均衡に
おいて企業がどのような立地を選択するか、
そしてその立地が社会厚生に与える影響な
どを考察してきた。 
[2-ⅱ] としては、Singh and Vives (1984) 

が挙げられる。この研究は効用関数から導出
された需要関数に含まれるパラメータが製
品差別化の度合いを示すような設定を用い
ている。これは、製品開発投資に関する研究
（Lin and Saggi (2002)）など、いくつかの
分野に応用されている。 
 [1]と[2]を統合する形で、製品差別化の
程度を考慮して、企業の合併行動に関する
研究が行われてきた。 特に本研究の遂行者
2 名は[1]と[2-ⅱ]を統合したものとして、
差別化需要曲線に直面した企業の合併行動
と社会厚生に関する分析を行った。このタ
イプの研究は立地を用いた合併行動の研究
と比べて少ないが、その重要性は現実への
妥当性やその汎用性から前者と同等かそれ
以上である。よって、合併において差別化
需要曲線モデルを考慮することが、政策提
言においても非常に重要なことだと言えよ
う。以上が本研究が始まるまでの先行研究
の流れである。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では製品差別化を描写する差別化

需要曲線モデルを用いて、合併や他の企業結
合が起こる条件を求め、その社会厚生への影
響やそれについての政策提言を行うことを
目的とする。そのため、最初の目的として、
合併ならびに製品差別化の基本的な性質を

さらに明確にしていくことが、更なる研究を
進めるにあたって必要である。またこの分析
を拡張するにあたって、産業を特定化して分
析することも考えられる。対象産業の例とし
ては、近年顕著である研究開発投資が多い産
業や外国企業の存在が大きい産業が挙げら
れる。また、この結果を鑑み、2007 年企業結
合ガイドラインを現状により沿った形にし
て、合併の是非に関する新しい基準を提言す
ることを目標とする。 
 

３．研究の方法 
研究の方法としては、数理モデルに基づく

合併と製品差別化の関係性に関する理論的
枠組みを構築する。具体的には１．であげた
ように合併に関する研究、立地を用いた製品
差別化に関する研究、そして差別化需要曲線
を用いた研究に分けられる。合併に関する研
究では、垂直的関係や逐次合併などを新たに
研究対象とする。立地を用いた製品差別化に
ついては、タイミングを考えゲームを動学化
することを考察したり、輸送方法についての
制約がある状況についての分析を行ったり
する。そして差別化需要曲線では一挙に合併
ならびに逐次合併の分析を行い、均衡を求め
ていく。最後に、現実の合併事案が多い産業
に顕著な研究開発投資と外国企業の存在が
従来の研究結果に与える影響を分析する。 
理論的分析に加えて、研究機関を通じた定

例研究会の開催と資料収集による知見を用
いて、企業結合ガイドラインの作成を検討す
る。そのため、合併事案のデータベースを通
じて過去の合併の社会厚生への影響を抽出
し、いかなる外的要因がこの結果をもたらす
かを分析する。最後に、それまでの研究を統
合し、公正取引委員会の協力を仰ぎつつ、今
後の合併審査に役立ちうるようなガイドラ
インを作成していく。また、研究の成果を報
告し国内外に発信する。 
 
 
４．研究成果 
 まず研究遂行において1点の方針転換が生
じた。本来の研究計画では、公正取引委員会
競争政策研究センター(CPRC)と共同研究を
進めていく予定であった。しかしながら当該
センターがそのような研究に対して消極的
になってきたこともあり、提携が難しくなっ
た。よって、本研究では最終目標としたガイ
ドラインの作成については多くの実務経験
者の助言が必要だということもあり、ひとま
ずその優先度を下げ、独自に現実の政策とし
て使用できるような合併基準を作成し提言
することを目的とし、理論的研究を進めてき
た。 
 その流れで得られた研究成果は次のとお
りである。 
(1) 製品差別化と企業の輸送方法についての

先行研究の論文についての誤りを指摘し、
正しい均衡結果を提示した。 



(2) 垂直的関係(例:卸売企業と製造企業)に
ある 2 つの独占企業が企業結合すること
により、消費者余剰の変化の推定に関し
て新たな推定方法を提示した。具体的に
は、第 3 種価格差別で用いられている測
定方法を垂直的関係にある独占企業間の
結合に対して応用することにより、費用
の変化が価格に影響を与える指標である
パス・スルーを用いて、消費者余剰の上
限と下限を解析的に導出した。結果とし
て、上流企業と下流企業のマークアップ
比率が高くなればなるほど、または、上
流企業と下流企業のパス・スルーの比が
高くなればなるほど、企業結合後の消費
者余剰の増分に関する上限と下限の日は
高くなるということを示した。 

(3) 製品差別化の一種と解釈される非対称補
完財のケースにおいて、企業間の合併戦
略に関する分析を行った。 

(4) 対称補完財のケースにおける分析結果を
明示的に示し、(3)の結果を比較すること
により、競争政策の観点から新たな分析
結果と含意を導いた。 

(5) 企業が製品差別化を動学的視点から行う
であろうという観点から、連続時間の 2
社線形立地価格競争モデルを構築し、均
衡戦略を導出した。具体的には、先行研
究で示された最大差別化の原理が成り立
たず、先駆者がより中央に立地すること
により、追随者の参入するタイミングを
遅らせるインセンティブがあることを示
した。よって、経済学のみならず工学や
マーケッティングなどの経営学などで一
般的に類推されてきた、価格競争時の立
地競争では最大製品差別化が行われると
いう結果は頑健ではないことを示すこと
に成功した。 

(6) 製品差別化の程度を分析する際に用いら
れる代表的消費者モデルが、あるパラメ
ータの条件下では、対数線形モデルと整
合的でないことを示した。前者が理論研
究、後者が実証研究で多く用いられてい
ることから、理論・実証研究を行う際に
パラメータ条件に十分注意を払う必要性
があることを示唆した。 

(7) 4 社数量競争モデルにおいて 3 種類の製
品差別化がなされている場合、逐次合併
が起こるための条件は差別化のパラメー
タに依存することを明確にした。また企
業としては差別化がされていないパート
ナーと合併するインセンティブが最も高
いことが示された。最後に厚生分析を行
い、特に、差別化が最も大きいパラメー
タ値に注目することにより政策決定者は
将来予測が可能になることを示した。 

(8) (本研究はまだ投稿中である。) n 社数
量競争モデルにおいて製品差別化がなさ
れている場合、逐次合併が起こるための
条件を求めた。通常の競争形態のほか、
公企業と私企業が競争する混合寡占も扱

うことが可能であり、逐次合併がある程
度進んだ後には、政策決定者はそれ以降
の合併を阻止しない方が社会余剰を増幅
させることがあることを示した。 

 
まとめると、研究(1)から(6)において製品差
別化と合併をはじめとした企業結合につい
ての基礎的研究を進め、(7)と(8)では具体的
に製品差別化市場における合併に関する政
策提言を行った。特に(8)の最後に書いた提
言は先行研究では見られないものであり、こ
の分野での新しい知見となることが期待さ
れている。 
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